
(証券コード 2790)

平成28年６月10日

株 主 各 位
福岡県北九州市小倉北区魚町二丁目６番10号

株式会社ナフコ
代表取締役社長 石 田 卓 巳

　

第47期定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　このたびの「平成28年熊本地震」により、被災された皆さまには心より
お見舞い申し上げますとともに、一日も早い復旧・復興をお祈り申し上げ
ます。
　さて、当社第47期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出
席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のう
え、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成
28年６月27日（月）までに到着するようご送付くださいますようお願い申
し上げます。

敬 具
記

１．日 時 平成28年６月28日（火曜日）午前10時

２．場 所 福岡県北九州市小倉北区浅野二丁目14-2

リーガロイヤルホテル小倉 ４階ロイヤルホール

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第47期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報告

の内容および計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役１名選任の件

第３号議案 監査役３名選任の件

第４号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

第５号議案 役員賞与支給の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申し上げます。
◎なお、株主総会参考書類、事業報告、計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当

社ウェブサイト（http://www.nafco.tv）に掲載させていただきます。
◎当日はノーネクタイの「クール ビズ」スタイルにてご対応させていただきますので、軽装に

てご出席くださいますようお願い申し上げます。
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(添付書類)

事 業 報 告

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

1. 会社の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及び成果

　当事業年度におけるわが国経済は、政府や日銀による経済、金融政策を受けて

雇用情勢や所得環境の改善が見られ、緩やかな回復基調が続いておりますが、中

国の景気減速、原油価格の下落に加え、円高、株安の影響や、低調な個人消費な

ど依然として節約志向が続いており、景気の先行きは不透明な状況が続いており

ます。

　このような経済環境の中、家具・ホームセンター業界におきましては、大手企

業の商勢圏の拡大による競争の激化や異業種との企業間競争もますます厳しさを

増しております。

　当社といたしましては、従来からの経営理念である「お客様満足度 100％」を

目指して、従業員教育による販売力の向上や、お客様のニーズにあった商品政策

の強化に努めてまいりました。「資材・DIY・園芸用品」「生活用品」「家具・ホー

ムファッション用品」の品揃えの強化を図り他社との差別化に取り組んでまいり

ました。

　経営基盤の充実のため積極的な店舗展開にも取り組み、岡山県、兵庫県、滋賀

県、千葉県に各２店舗、福岡県、長崎県、熊本県、山口県、広島県、鳥取県、和

歌山県、大阪府、富山県、長野県、栃木県、茨城県に各１店舗の計20店舗を開店

いたしました。また、既存店の活性化を図るため７店舗の増床と３店舗の改装を

行いました。同時に既存店の見直しも行い８店舗を閉鎖いたしました。これによ

り、当事業年度末での店舗数は鹿児島県から宮城県までの33府県にわたり364店舗

となりました。

　この結果、売上高2,299億8百万円（前期比3.4％増）、営業利益87億9百万円（前

期比19.2％増）、経常利益93億8百万円（前期比21.3％増）、当期純利益52億3百万

円（前期比29.5％増）となり増収増益となりました。
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第46期

資材・

DIY・

園芸用品

40.1％

28.6％

22.6％

8.7％

その他

生活用品

家具・
ホーム
ファッション用品

第47期

資材・

DIY・

園芸用品

39.3％

28.5％

23.2％

9.0％

その他

生活用品

家具・
ホーム
ファッション用品

　 部門別商品別の売上状況につきましては、次のとおりであります。

区分

第46期 第47期
前期比
(％)売上高

（百万円）
構成比
（％）

売上高
（百万円）

構成比
（％）

資 材 ・ DIY ・ 園 芸 用 品 87,278 39.3 92,103 40.1 105.5

生 活 用 品 63,337 28.5 65,867 28.6 104.0

家具・ホームファッション用品 51,481 23.2 51,870 22.6 100.8

そ の 他 20,155 9.0 20,066 8.7 99.6

合 計 222,254 100.0 229,908 100.0 103.4

　

　(2) 資金調達の状況

　 特記する事項はありません。

　
　(3) 設備投資の状況

　当事業年度における設備投資の総額は157億98百万円で、その主なものは、岡山

店をはじめとする20店舗の新設等に要したものであります。

　
　(4) 対処すべき課題

　今後の経営環境におきましては、消費動向の見通しが依然として不透明なこと

から、さらに厳しい状況が続くものと予想されます。

　当社といたしましては、「店はお客様のためにある」の原則を踏まえ、「人・商

品・店舗」における他社との差別化を図りながら、業績の向上に努めていく所存

であります。また、経営基盤のさらなる強化のため、積極的な新規出店と既存店

の増床改築を行っていく方針であります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援、ご鞭撻を賜りますよう

お願い申し上げます。
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（百万円）

300,000

200,000

100,000

（百万円）

15,000

10,000

5,000

（百万円）

9,000

6,000

3,000

（円）

300

200

100

売上高 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利益

第44期 第44期 第44期 第44期
0 0 0 0

第45期 第45期 第45期 第45期

224,122
11,558 6,825 229.17

第46期 第46期 第46期 第46期第47期 第47期 第47期 第47期

232,662
12,260

5,982 200.87

222,254

7,672

4,019 134.94

229,908

9,308
5,203 174.70

　(5) 財産及び損益の状況の推移

(単位：百万円)

区 分
第 44 期 第 45 期 第 46 期 第 47 期

平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期

売 上 高 224,122 232,662 222,254 229,908

経 常 利 益 11,558 12,260 7,672 9,308

当 期 純 利 益 6,825 5,982 4,019 5,203

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

229円17銭 200円87銭 134円94銭 174円70銭

総 資 産 202,942 216,129 212,545 226,638

純 資 産 119,019 123,912 126,885 130,948
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　(6) 重要な親会社および子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　 該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

　 特記する事項はありません。

　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　 特定完全子会社に該当する子会社はありません。

　

　(7) 主要な事業内容

　当社は、ホームセンター、家具・ホームファッション用品の販売を主業務とす

る専門店であります。

資材・DIY・園芸用品
大工道具、建築金物、ペイント、左官用品、園芸用品、水道用品、エク
ステリア、木材・シェルフ、ルームアクセサリー、作業用品、グリーン、
電材

生活用品
家庭用品、季節用品、収納用品、文具、日用品、調理家電、履物、食品、
化粧品、アウトドア用品

家具・
ホームファッション用品

家具、フロアカバリング、カーテン、インテリア小物、照明、寝具、リ
フォーム、床材

その他 カー用品、乗り物、ペット用品、灯油他

　

　(8) 主要な営業所

　 ① 本社 福岡県北九州市小倉北区魚町二丁目６番10号

② 店舗 福岡県 76店舗 佐賀県 12店舗 大分県 15店舗

長崎県 24店舗 熊本県 28店舗 宮崎県 17店舗

鹿児島県 20店舗 山口県 31店舗 島根県 10店舗

広島県 29店舗 鳥取県 ４店舗 岡山県 15店舗

香川県 ４店舗 徳島県 １店舗 兵庫県 23店舗

和歌山県 ４店舗 京都府 ２店舗 大阪府 ８店舗

奈良県 ２店舗 三重県 １店舗 滋賀県 ９店舗

岐阜県 １店舗 石川県 ２店舗 愛知県 ４店舗

富山県 １店舗 静岡県 10店舗 長野県 ２店舗

山梨県 １店舗 埼玉県 １店舗 栃木県 １店舗

千葉県 ３店舗 茨城県 ２店舗 宮城県 １店舗

(合計 364店舗)
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　(9) 従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

1,647名 ＋7名 36.4才 14.3年

（注）上記の他、パート・アルバイト（高齢者従業員を含む）の年間の平均人数は 6,549人（１日８時
間換算）であります。

　

(10) 主要な借入先

(単位：百万円)

借 入 先 借 入 額

㈱ 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 17,266

㈱ 福 岡 銀 行 10,277

㈱ み ず ほ 銀 行 500

㈱ 大 分 銀 行 300
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2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 101,504,000株

(2) 発行済株式の総数 29,784,400株（うち自己株式 294株）

(3) 株主数 1,823名

(4) 大株主 　 （上位10名）

株 主 名 持 株 数 持株比率

株式会社深勝興産 5,192千株 17.43％

深町 勝義 2,566千株 8.62％

ＢＢＨ ＦＯＲ ＦＩＤＥＬＩＴＹ
ＬＯＷ-ＰＲＩＣＥＤ ＳＴＯＣＫ ＦＵＮＤ

2,107千株 7.08％

髙野 時丸 1,657千株 5.56％

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ 380684 1,080千株 3.63％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,050千株 3.53％

髙野 將光 893千株 3.00％

髙野 裕子 893千株 3.00％

深町 宏子 893千株 3.00％

石田 佳子 893千株 3.00％

（注）持株比率は、自己株式（294株）を控除して計算しております。

　

3. 会社の新株予約権等に関する事項

　 該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等

氏 名 地位および担当 重要な兼職の状況

深 町 勝 義 代表取締役会長 ㈱マツサキホームセンター代表取締役

深 町 正 代表取締役副会長 ㈱ナフコ商品センター代表取締役

石 田 卓 巳 代表取締役社長（事 業 推 進 部 長）

石 田 佳 子 取 締 役 副 社 長
（家具商品部長兼
販売促進部担当）

髙 野 將 光 取 締 役 副 社 長（事業推進副部長）

深 町 圭 司 常 務 取 締 役（事 業 部 長）

中 村 克 彦 取 締 役
（経 理 部 長 兼
総 務 部 担 当）

藤 田 達 二 取 締 役（人 事 部 長）

岸 本 潤 藏 取 締 役（店 舗 開 発 部 長）

増 本 恒 二 取 締 役（経 営 企 画 部 長）

髙 瀬 俊 雄 取 締 役（家具商品部副部長）

馬 渕 祐 二 取 締 役（事 業 部 長）

福 本 靖 取 締 役（Ｈ Ｉ 商 品 部 長）

木 村 守 之 取 締 役（家具商品部副部長）

末 松 保 幸 取 締 役（事 業 部 長）

林 洋 三 常 勤 監 査 役

福 田 義 徳 監 査 役（非 常 勤） 福田義徳公認会計士事務所所長

廣 瀬 隆 明 監 査 役（非 常 勤）

広瀬公認会計士事務所所長
北九州ベンチャーキャピタル㈱代表取
締役
日創プロニティ㈱社外監査役
㈱TRUCK-ONE社外監査役
㈱プラッツ社外監査役
㈱フォーシーズホールディングス社外
監査役

(注) 1.監査役 福田義徳、廣瀬隆明の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
2.当期中の取締役の異動は次のとおりであります。
退任
平成27年６月25日開催の第46期定時株主総会終結の時をもって、副社長 金子勲氏は取締役
を退任いたしました。
平成28年２月29日に、社外取締役 山本俊弘氏は逝去により退任いたしました。
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　(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役及び社外監査役との間に、

会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づ

く賠償責任の限度額は法令に定める額であります。

　
　(3) 取締役および監査役の報酬等の額

区分 支給人員 支給額 摘要

取締役 17名 267百万円 (うち社外 1名 2百万円）

監査役 3名 11百万円 (うち社外 2名 5百万円）

計 20名 279百万円

(注) 1.取締役の支給額については、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2.平成15年３月８日開催の臨時株主総会決議により、取締役の報酬額（使用人部分は含まず）は
月額３千万円以内、監査役の報酬額は月額２百万円以内と承認決議されております。

3.支給額には、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額34百万円、及び当事業年度に係る役員退
職慰労引当金の繰入額53百万円を含んでおります。

4.上記支給額のほか、平成27年６月25日開催の第46期定時株主総会の決議に基づき、役員退職慰
労金を退任取締役１名に対して45百万円支給しております。

5.上記の取締役の支給人員には、平成27年６月25日開催の第46期定時株主総会の終結の時をもっ
て退任した取締役１名及び平成28年２月29日に逝去により退任した取締役１名を含んでおりま
す。

　
　(4) 社外役員に関する事項

　 重要な兼職先と当社との関係および当事業年度における主な活動状況

　
社外取締役 山本俊弘氏

　同氏は、経営者として高い見識とコーポレートガバナンスに関する知見を

有していること、及び独立性を有することにより株式会社東京証券取引所に

対し、独立役員として届け出ております。なお、同氏は当社と商品の仕入取

引のある大平紙業株式会社相談役でしたが、直接利害関係を有するものでは

ありません。当事業年度における主な活動としては、当事業年度開催の取締

役会には13回中12回出席し、審議に関して必要な発言を適宜行いました。但

し、この出席回数は、平成28年２月29日に急逝されたため、本人が参加でき

た回数を示しております。

　当社の社外取締役には、独立性があり高い資質、経験等が要請されます。

十分に検討することのないまま、不適格な人材を社外取締役に選任すること

は、当社の企業価値向上にマイナスの影響を及ぼすおそれがあり、そのため、

期末日現在において、社外取締役が在任しておりません。現在、上記のよう

な高い資質、経験等を備え、当社の社外取締役にふさわしい適格者を確保す

るため検討を重ねており、当該事業年度に係る定時株主総会において、社外
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取締役候補者の取締役選任議案を上程する予定であります。

　
　 社外監査役 福田義徳氏

　同氏は、公認会計士であり、長年の会計監査・税務業務を含めた幅広い会

計知識と豊富な実務経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有

していることにより選任しております。重要な兼職の状況として福田義徳公

認会計士事務所の所長をしておりますが、同事務所と当社との利害関係はあ

りません。なお、当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人の出身者

ですが、直接利害関係を有するものではありません。

　内部監査室、他の監査役、会計監査人と業務等や監査の情報を共有してお

り、また、内部監査室を中心とした内部統制部門とは、業務や法令対応の適

正性を徹底するために情報を共有し相互連携を重視しております。当事業年

度における主な活動としては、当事業年度開催の取締役会には13回中13回に

出席し、審議に関して必要な発言を適宜行いました。また、当事業年度開催

の監査役会には13回中13回出席し、監査結果について意見交換、監査に関す

る重要事項等の協議などを行っております。

　
　 社外監査役 廣瀬隆明氏

　同氏は、公認会計士であり、長年の会計監査・税務業務を含めた幅広い会

計知識と豊富な実務経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有

していることにより選任しております。重要な兼職の状況として広瀬公認会

計士事務所の所長をしており、また、北九州ベンチャーキャピタル株式会社

代表取締役、日創プロニティ株式会社社外監査役、株式会社TRUCK-ONE社外監

査役、株式会社プラッツ社外監査役、株式会社フォーシーズホールディング

ス社外監査役を兼務しておりますが、同事務所並びに同社らと当社との利害

関係はありません。なお、当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人

の出身者ですが、直接利害関係を有するものではありません。また、高い見

識とコーポレートガバナンスに関する知識を有していること、及び独立性を

有することにより株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出て

おります。

　内部監査室、他の監査役、会計監査人と業務等や監査の情報を共有してお

り、また、内部監査室を中心とした内部統制部門とは、業務や法令対応の適

正性を徹底するために情報を共有し相互連携を重視しております。当事業年

度における主な活動としては、当事業年度開催の取締役会には13回中12回に

出席し、審議に関して必要な発言を適宜行いました。また、当事業年度開催

の監査役会には13回中11回出席し、監査結果について意見交換、監査に関す

る重要事項等の協議などを行っております。
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5. 会計監査人に関する事項

　(1) 会計監査人の名称及び当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　 ① 名称 新日本有限責任監査法人

　 ② 報酬等の額

支払額

当事業年度に係る報酬等の額 21百万円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 21百万円

(注) 1.会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由として、監査役会は、日本監査役協会が
公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画の内容、
従前の事業年度における監査の職務状況、報酬見積りの算出根拠等を検討した結果、会計監査
人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

2.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれら
の合計額を記載しております。

　
(2) 非監査業務の内容

　当社は、新日本有限責任監査法人に対し、公認会計士法第２条第１項の業務以

外の業務（非監査業務）を委託しておりません。

　
　(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合には、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　また、監査役会は、当社都合の場合の他、当該会計監査人が会社法・公認会計

士法等の法令に違反・抵触した場合及び公序良俗に反する行為があったと判断し

た場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内

容を決定いたします。また取締役会は、監査役会の当該決定に基づき、会計監査

人の解任又は不再任にかかる議案を株主総会に提案いたします。

　
(4) 会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分に関する事項

　金融庁が平成27年12月22日付で発表した懲戒処分等の内容の概要

①処分対象

　新日本有限責任監査法人

②処分内容

　契約の新規の締結に関する業務の停止 ３ヶ月

　（平成28年１月１日から平成28年３月31日まで）

　業務改善命令（業務管理体制の改善）
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6. 業務の適正を確保するための体制

　当社においては以下の基本方針に従い、内部統制システムの継続的な整理・運用

を行うものとしております。

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　取締役会、監査役会、会計監査人による管理体制をとる。取締役会は、取締役

会規程に従い、法令に定められた事項、定款に定められた事項、重要な業務に関

する事項の決議を行い、または報告を受ける。監査役会は、取締役からの報告、

監査役が出席した会議内容などから取締役及び取締役会の業務執行を監視する。

　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対して

は弁護士や警察官等とともに連携して、毅然とした姿勢で組織的に対応する。

　
(2) 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱いは、当社社内規程である文書管

理規程に従い適切に保存及び管理の運用を実施し、必要に応じて運用状況の検証、

規程の見直し等を行う。

　
(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社は、代表取締役社長に直属する部署として内部監査室を設置し、内部監

査室長がその事務を管掌する。

② 内部監査室は、定期的に業務監査実施項目及び実施方法を検証し、監査実施

項目に遺漏なきよう確認し、必要があれば監査方法の改訂を行う。

③ 内部監査室の監査により法令・定款違反その他の事由に基づき損失の危険の

ある業務執行行為が発見された場合には、発見された危険の内容及びそれが

もたらす損失の程度等について直ちに担当部署に通報される体制を構築する。

④ 内部監査室の活動を円滑にするためにリスク管理規程、関連する個別規程な

どの整備を各部署に求め、また内部監査室の存在意義を全使用人に周知徹底

し、損失の危機を発見した場合には、直ちに内部監査室に報告するよう指導

する。

⑤ リスク管理委員会は、リスク管理規程の整備、運用状況の確認を行うととも

に使用人に対する研修等を企画実行する。

　
(4) 取締役の職務執行が効率的に行なわれることを確保するための体制

① 経営計画のマネジメントについては、経営理念を機軸に毎年策定される年度

計画及び中期経営計画に基づき各業務執行ラインにおいて目標達成のために

活動することとする。また経営目標が当初の予定通りに進捗しているか業績

報告を通じ定期的に検査を行う。

② 業務執行のマネジメントについては、取締役会規程により定められている事

項及びその付議基準に該当する事項についてはすべて取締役会に付議するこ
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とを遵守し、その際には経営判断の原則に基づき議題に関する十分な資料が

全役員に配布される体制をとるものとする。

③ 日常の職務遂行に際しては、職務権限規程、業務分掌規程及び稟議規程等に

基づき権限の委譲が行われ、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務

を遂行することとする。

　
(5) 使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 全使用人に法令・定款の遵守を徹底するため、取締役経理部長を責任役員と

して、その責任のもとコンプライアンス委員会を運営するとともに、全使用

人が法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制としての公益通

報者保護制度を構築する。

② 万一コンプライアンスに関連する事態が発生した場合には、その内容・対処

案がコンプライアンス担当役員を通じトップマネジメント、取締役会、監査

役に報告される体制を構築する。

③ 担当役員は使用人に対して適切な研修体制を構築し、それを通じて使用人に

対し内部通報相談窓口のさらなる周知徹底を図る。

　
(6) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 子会社に関する業務については、関係会社管理規程に基づき経理部長が管理

担当を行うものとする。

② 内部監査室は、子会社に対し、業務の適正を確保するため内部監査体制の確

保を図り原則として毎期監査を行うものとする。

③ 内部監査室は、子会社に損失の危険が発生し、内部監査室がこれを把握した

場合は、直ちに発見された損失の危険の内容、発生する損失の程度及び当社

に対する影響等について、当社の取締役会及び担当部署に報告される体制を

構築する。

　
(7) 監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項

① 監査役から求めがあった場合、その職務を補助する監査役直属かつ専任のス

タッフを置く。

② 前項の具体的な内容については、監査役の意見を聴取し、人事担当取締役そ

の他の関係各方面の意見も十分に考慮して決定する。

　
(8) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

① 監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動については、監査役会の同意

を必要とする。

② 監査役の職務を補助すべき使用人の評価については、監査役会の同意を必要

とする。
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(9) 監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査役の職務を補助すべき使用人を置いた場合は当社の就業規則に従い、当該

使用人への指揮命令権は各監査役に属するものとし、人事事項については監査役

会の同意を必要とする。

　
(10) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関す

る体制

① 取締役及び使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応

じて必要な報告及び情報提供を行うこととする。

② 前項の報告・情報提供としての主なものは、次のとおりとする。

　・当社の内部統制システム構築に関わる部門の活動状況

　・当社の子会社等の監査役及び内部監査部門の活動状況

　・当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更

　・業績及び業績見込みの発表内容、重要開示書類の内容

　・内部通報制度の運用及び通報の内容

　・社内稟議書及び監査役から要求された会議議事録の回付の義務付け

③ 子会社の取締役及び使用人は、当社監査役会の定めるところに従い、各監査

役の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行うこととする。

　
(11)監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保する体制

　「公益通報者保護規程」により、当該報告をした者が不利な取扱いを受けない

ことを確保する体制を構築する。

　
(12)監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該職

務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役がその職務の執行について必要と認められる費用又は債務の処理を当社

に請求したときは、当社は速やかに当該費用を支払い、又は債務を処理する。

　
(13)その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制

　監査役の監査に際して、取締役及び監査対象部署の職員は、資料の開示等情報

提供に協力する。
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7. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社の当事業年度における、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

は以下のとおりです。

　当事業年度おいて、取締役、監査役そして顧問弁護士参加によるコンプライアン

ス・リスク管理委員会を３ヶ月に１度開催し、「マイナンバー制度導入の対応」「会

社法改正・ガバナンス強化」「インサイダー取引規制」等を題材に検討する等、法令

遵守、リスク管理の周知徹底に取組んでおります。また、取締役会を毎月開催し、

法令・定款で定められた事項及び重要な業務に関する事項を随時討議し決定いたし

ました。

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しておりま

す。
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貸 借 対 照 表

(平成28年３月31日現在)
(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

リ ー ス 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

保 険 積 立 金

建 設 協 力 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

89,987

23,420

2,620

60,889

10

1,075

123

1,180

668

△1

136,651

123,487

65,254

5,980

2

1,519

46,598

3,243

888

2,987

2,331

138

47

353

115

10,176

311

21

0

500

738

1,536

6,792

9

267

2

△2

流 動 負 債 80,141

支 払 手 形 17,618

買 掛 金 14,633

短 期 借 入 金 22,630
一年以内返済予定の
長 期 借 入 金

2,308

リ ー ス 債 務 1,319

未 払 金 4,859

未 払 法 人 税 等 2,491

未 払 事 業 所 税 245

預 り 金 311

予 約 預 り 金 1,026

賞 与 引 当 金 1,059

役 員 賞 与 引 当 金 34

ポ イ ン ト 引 当 金 1,337

設 備 関 係 支 払 手 形 10,243

そ の 他 20

固 定 負 債 15,549

長 期 借 入 金 4,005

リ ー ス 債 務 2,533

退 職 給 付 引 当 金 2,754

役員退職慰労引当金 1,492

資 産 除 去 債 務 4,603

そ の 他 159

負 債 合 計 95,690

純 資 産 の 部
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

130,872

3,538

4,223

4,223

123,111

37

123,074

638
別 途 積 立 金 112,000

繰 越 利 益 剰 余 金 10,436

自 己 株 式 △0

評価･換算差額等 75

その他有価証券評価差額金 75

純 資 産 合 計 130,948

資 産 合 計 226,638 負 債 ・ 純 資 産 合 計 226,638
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損 益 計 算 書

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 229,908

売 上 原 価 153,735

売 上 総 利 益 76,173

販売費及び一般管理費 67,463

営 業 利 益 8,709

営 業 外 収 益

受 取 利 息 30

受 取 配 当 金 7

受 取 賃 貸 料 210

受 取 手 数 料 149

そ の 他 502 901

営 業 外 費 用

支 払 利 息 182

賃 貸 収 入 原 価 77

そ の 他 42 301

経 常 利 益 9,308

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 14

受 取 保 険 金 247

資 産 除 去 債 務 戻 入 額 17 278

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 63

減 損 損 失 362

災 害 に よ る 損 失 177

そ の 他 7 610

税 引 前 当 期 純 利 益 8,976

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,851

法 人 税 等 調 整 額 △78 3,772

当 期 純 利 益 5,203
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株主資本等変動計算書

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

(単位：百万円)

項目

株 主 資 本

資本金
資 本 剰 余 金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金

当 期 首 残 高 3,538 4,223 4,223 37

当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の積立

別 途 積 立 金 の 積 立

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ―

当 期 末 残 高 3,538 4,223 4,223 37

(単位：百万円)

項目

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 630 109,000 9,372 119,039

当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の積立 8 △8 ―

別 途 積 立 金 の 積 立 3,000 △3,000 ―

剰 余 金 の 配 当 △1,131 △1,131

当 期 純 利 益 5,203 5,203

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 8 3,000 1,063 4,071

当 期 末 残 高 638 112,000 10,436 123,111
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(単位：百万円)

項目

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △0 126,800 84 84 126,885

当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の積立 ― ―

別 途 積 立 金 の 積 立 ― ―

剰 余 金 の 配 当 △1,131 △1,131

当 期 純 利 益 5,203 5,203

自 己 株 式 の 取 得 ― ―

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△8 △8 △8

当 期 変 動 額 合 計 ― 4,071 △8 △8 4,062

当 期 末 残 高 △0 130,872 75 75 130,948
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個 別 注 記 表
〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

1. 有価証券の評価基準および評価方法

(1) 子会社株式 …………… 移動平均法による原価法

　(2) その他有価証券

時価のあるもの …… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの …… 移動平均法による原価法

2. たな卸資産の評価基準および評価方法

(1) 商品 売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

ただし、北九州物流センターにおける商品については、移動平均法に

よる原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりま

す。

(2) 貯蔵品 最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

3. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 ………… 定率法によっております。

(リース資産を除く） ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物 (附属

設備は除く）については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物 10～34年

　工具、器具及び備品 4～ 8年

(2) 無形固定資産 ………… 定額法によっております。

(リース資産を除く） なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。ただし、自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

― 20 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月27日 10時27分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



(3) リース資産 …………… 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資

産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

平成20年３月31日以前のものについては、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(4) 長期前払費用 ………… 定額法によっております。

なお、償却期間については法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。

4. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 …………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(2) 賞与引当金 …………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき、計上しております。

(3) 役員賞与引当金 ……… 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき、当事業年度に見合う分を計上してお

ります。

(4) 退職給付引当金 ……… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事

業年度末において発生していると認められる額を計上

しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（３年）による定額法により損

益処理しております。

数理計算上の差異については、各期の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 (３年）

による按分額を発生の翌期から損益処理しております。

(5) 役員退職慰労引当金 … 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労

金内規に基づき、期末要支給額を計上しております。
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(6) ポイント引当金 ……… ポイントカードによる顧客の購入実績に応じて付与す

るポイントの利用に備えるため、当事業年度末におい

て将来使用されると見込まれる額を計上しております。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

　

〔貸借対照表に関する注記〕

1. 担保に供している資産

　土 地 11,370百万円

　建 物 4,083百万円

　合 計 15,453百万円
上記資産は、１年以内返済予定の長期借入金2,308百万円及び長期借入金

4,005百万円の担保に供しております。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 79,007百万円
　
3. 関係会社に対する金銭債権 1百万円
　
4. 関係会社に対する金銭債務 3百万円

　

〔損益計算書関係に関する注記〕

1. 関係会社との取引高

　仕 入 高 21百万円

　営業取引以外の取引高 13百万円

　

2. 受取保険金及び災害による損失

　店舗において平成27年８月に発生した台風15号に伴う風水害による損失を、災害

による損失として特別損失に計上しております。また、それに伴う受取保険金を特

別利益に計上しております。
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〔株主資本等変動計算書に関する注記〕

1. 当事業年度末日における発行済株式の数

普通株式 29,784,400株（自己株式 294株を含む)

2. 配当に関する事項

　 ① 配当金の支払

決議
株式の
種類

配当金の
総額

(百万円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 565 19円00銭
平成27年
３月31日

平成27年
６月26日

平成27年11月13日
取締役会

普通株式 565 　19円00銭
平成27年
９月30日

平成27年
12月４日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当効力発生日が翌事業年度とな

るもの

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

(百万円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 565 19円00銭
平成28年
３月31日

平成28年
６月29日

3. 当事業年度末日において発行している新株予約権の目的となる株式の数

　 該当事項はありません。
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〔税効果会計に関する注記〕

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

(1) 流動資産

賞与引当金 324百万円

未払事業所税 75百万円

未払事業税 157百万円

ポイント引当金 409百万円

その他 213百万円

計 1,180百万円

(2) 固定資産

退職給付引当金 837百万円

役員退職慰労引当金 453百万円

一括償却資産損金算入限度超過額 155百万円

減損損失累計額 537百万円

資産除去債務 1,399百万円

その他 25百万円

繰延税金負債（固定）との相殺 △1,223百万円

小計 2,186百万円

評価性引当額 △649百万円

計 1,536百万円

　繰延税金資産合計 2,717百万円

(繰延税金負債)

固定負債

固定資産圧縮積立金 △279百万円

資産除去費用 △911百万円

その他有価証券差額 △33百万円

繰延税金資産（固定）との相殺 1,223百万円

　繰延税金負債合計 ―百万円
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法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等

の法律」が平成28年３月29日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延

税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消される

ものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.0％から、回収又は

支払が見込まれる期間が平成28年４月１日から平成30年３月31日までのものは

30.6％、平成30年４月１日以降のものについては30.4％にそれぞれ変更されて

おります。

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が133

百万円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が135百万円、その他有

価証券評価差額金額が1百万円それぞれ増加しております。

〔リースにより使用する固定資産に関する注記〕

1. ファイナンス・リース取引（借主側）

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引

　① リース資産の内容

　 (ア) 有形固定資産

　 主として、店舗における陳列什器（工具、器具及び備品）であります。

　 (イ) 無形固定資産

　 主として、本社における管理用ソフトウェアであります。

　② リース資産の減価償却の方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、

平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は以下のとおりであります。

　 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額
(百万円)

減価償却累計額相当額
(百万円)

期末残高相当額
(百万円)

建物 1,069 571 497
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　 (2) 未経過リース料期末残高相当額

　１年内 48百万円

　１年超 729百万円

　合計 778百万円

　 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 161百万円

減価償却費相当額 53百万円

支払利息相当額 116百万円

　 (4) 減価償却費相当額の算定方法

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　 (5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については利息法によっております。

2. オペレーティング・リース取引（借主側）

　 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　１年内 798百万円

　１年超 3,180百万円

　合計 3,978百万円
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〔金融商品に関する注記〕

1. 金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については安全性の高い預金等で運用し、銀行等金融機関から

の借入により資金を調達しております。

　投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把

握を行っております。

　
2. 金融商品の時価等に関する事項

　平成28年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次

表には含まれておりません。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額
（＊）

時価
（＊）

差額

(1) 現金及び預金 23,420 23,420 ―

(2) 投資有価証券
　 その他有価証券

269 269 ―

(3) 支払手形及び買掛金 　 ( 32,252 ) ( 32,252 ) ―

(4) 短期借入金 ( 22,630 ) ( 22,630 ) ―

(5) 長期借入金 ( 6,314 ) ( 6,347 ) 33

(＊) 負債に計上されているものについては、( )で表示しております。

(注1) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　(1) 現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

　(2) 投資有価証券

　 これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する貸借対照

表計上額と取得原価との差額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式 40 168 128

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

株式 120 101 △19

合 計 161 269 108
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　(3) 支払手形及び買掛金、並びに(4) 短期借入金

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

　(5) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合

に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

(注2) 非上場株式（貸借対照表計上額41百万円）は、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、「(2) 投資有価証券」には含めてお

りません。

(注3) 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

１年以内

現金及び預金 23,420

投資有価証券
　その他有価証券のうち満期があるもの

―

合 計 23,420

(注4) 長期借入金及びその他の有利子負債の返済予定額

（単位：百万円）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 22,630 ― ― ― ― ―

長期借入金 2,308 2,206 1,299 500 ― ―

合 計 24,938 2,206 1,299 500 ― ―
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〔関連当事者との取引に関する注記〕

該当事項はありません。

　

〔１株当たり情報に関する注記〕

1. １株当たり純資産額 4,396円57銭

2. １株当たり当期純利益 174円70銭

3. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は存在しないため記載しておりません。

　

〔重要な後発事象に関する注記〕

平成28年４月14日及び16日に発生した「平成28年熊本地震」により、当社の一部

の店舗において固定資産や棚卸資産の毀損又は滅失等の被害が発生しております。

現時点で損害額を確定させることは非常に困難な状況ですが、当社が固定資産及

び棚卸資産について現時点で入手可能な情報に基づき調査を行った結果、損失額は

12億円程度になるものと見込まれます。但し、この損失見込み額は、現時点で入手

可能な情報に基づく合理的な見積りや推定計算により算出されており、不確定な要

素が多く含まれています。また、固定資産や棚卸資産の毀損又は滅失に関連する損

害以外の損失額は含まれておりません。

なお、一部の店舗は営業の再開に時間を要する状況であり、地震による被害が翌

事業年度以降の営業活動に及ぼす影響を見積ることは困難であります。

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本計算書類中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成28年５月13日

株式会社ナフコ

　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 芳 野 博 之 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 川 口 輝 朗 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ナフコの平成２７年４
月１日から平成２８年３月３１日までの第４７期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
　重要な後発事象に記載されているとおり、平成28年４月14日及び16日に発生した「平成28年熊本
地震」により、会社の一部の店舗において被害が発生している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年4月1日から平成28年3月31日までの第47期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見と
して本監査報告書を作成し、以下の通り報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、当期の監査方針、監査計画を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい
て報告を受けるほか、取締役、内部監査室及び会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の整備に努
めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求め重要な決裁書類を閲覧し、本社及び主要な事業
所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の
職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に
関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応
じて説明を求め、意見を表明しました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及び
その附属明細書について検討しました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日
企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以
上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一、事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。
二、取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。
三、内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であり、また当該内部統制システム

に関する取締役の職務の執行についても、相当であると認めます。尚、財務報告を含む内
部統制システムの管理運営態勢については、今後とも一層の整備・充実ならびに推進が重
要であると考えます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成28年５月17日

株式会社ナフコ監査役会
常勤監査役 林 洋 三 ㊞
社外監査役 廣 瀬 隆 明 ㊞
社外監査役 福 田 義 徳 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

　 第１号議案 剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、会社をとりまく環境が依然として厳しい折か

ら、経営体質の改善と今後の事業展開等を勘案し、内部留保にも意を用い、次

のとおりといたしたいと存じます。内部留保金につきましては、企業価値向上

のための投資等に活用し、将来の事業展開を通じて株主の皆様に還元させてい

ただく所存です。

　 1． 期末配当に関する事項

第47期の期末配当につきましては、安定した配当を継続することを基本方針

とし、経営成績及び今後の事業展開を勘案いたしまして、以下のとおりといた

したいと存じます。

　 ① 配当財産の種類

　 金銭といたします。

　 ② 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　 当社普通株式１株につき金19円といたしたいと存じます。

　 なお、この場合の配当総額は565,898,014円となります。

　 ③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成28年６月29日といたしたいと存じます。

　 2． 剰余金の処分に関する事項

　 ① 増加する剰余金の項目およびその額

別途積立金 3,000,000,000円

　 ② 減少する剰余金の項目およびその額

繰越利益剰余金 3,000,000,000円
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　 第２号議案 取締役１名選任の件

取締役山本俊弘氏は、平成28年２月29日に逝去されましたので、取締役１名

の選任をお願いいたしたいと存じます。廣瀬隆明氏は、山本俊弘氏の補欠とし

て選任されることになりますので、その任期は、当社定款の定めにより、在任

取締役の任期の満了する時まで（平成29年６月開催予定の定時株主総会終結の

時まで）となります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

ひろせ たかあき
廣 瀬 隆 明

(昭和26年６月15日生)

昭和52年11月 監査法人中央会計事務所入所

―

昭和57年３月 公認会計士登録
昭和58年９月 日本合同ファイナンス株式会社（現

株式会社ジャフコ）入社

昭和62年２月 太田昭和監査法人（現新日本有限責
任監査法人）入所

平成12年５月 同法人代表社員就任
平成17年９月 広瀬公認会計士事務所開設（現任）
平成17年10月 北九州ベンチャーキャピタル株式会

社設立代表取締役就任（現任）

平成18年11月 日創プロニティ株式会社監査役就任
（現任）

平成20年３月 株式会社TRUCK-ONE監査役就任（現
任）

平成24年６月 当社監査役（現任）
平成25年９月 株式会社プラッツ監査役就任（現任）
平成26年６月 株式会社フォーシーズホールディン

グス監査役就任（現任）

(注) 1. 候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 取締役候補者廣瀬隆明氏は、社外取締役候補者であり、東京証券取引所有価証券上場規程

にいう独立役員の要件を満たしており、独立役員候補者であります。
3. 社外取締役候補者とした理由

取締役候補者廣瀬隆明氏は、公認会計士として高い見識とコーポレート・ガバナンスに関
する知見を有するとともに、一般株主と利益相反が生じるおそれがなく、高い独立性を有
すると思料されることから社外取締役として選任をお願いするものであります。

　 同氏は平成24年６月より当社監査役に就任しており、その在任期間は本総会終結の時をも
って４年となります。

4. 当社は、社外取締役候補者である廣瀬隆明氏の選任が承認された場合、期待された役割を
充分に発揮できるよう責任限定契約を締結する予定であります。なお、その契約内容の概
要は次のとおりであります。当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役との
間に、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当
該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める額とする。

　

― 33 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月27日 10時27分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



　 第３号議案 監査役３名選任の件

　監査役３名は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、新たに

監査役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。なお、本議案に関しまして

は、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

1
いちのせ かつお
一 ノ 瀬 勝 雄
(昭和33年12月15日生)

昭和56年４月 株式会社西日本ナフコ入社

0千株
平成12年６月 同社旗崎店店長
平成13年４月 当社旗崎店店長
平成18年９月 当社内部監査室室長（現任）

2
ふくだ よしのり
福 田 義 徳

(昭和27年11月10日生)

昭和57年２月
監査法人第一監査事務所（現新日本
有限責任監査法人）入所

―
昭和57年11月 公認会計士登録
平成６年３月 同法人代表社員就任

平成18年７月
福田義徳公認会計士事務所開設（現
任）

平成24年６月 当社監査役（現任）

3
ふじい すすむ
藤 井 晋

(昭和52年８月16日生)

平成13年４月 三菱化学株式会社入社

―
平成14年３月 同社退職
平成18年11月 司法修習生
平成19年12月 弁護士登録（福岡県弁護士会）
平成22年10月 藤井綜合法律事務所開設（現任）

(注) 1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 福田義徳氏及び藤井晋氏は、社外監査役候補者であります。
3. 福田義徳氏の選任理由については、公認会計士として長年の会計監査・税務業務を含めた

幅広い会計知識と豊富な実務経験に基づき、独立かつ中立の立場から客観的に監査意見を
表明していただけると判断し、社外監査役として選任をお願いするものであります。

　 同氏は、平成24年６月より当社の監査役に就任しており、その在任期間は本総会終結の時
をもって４年となります。

4. 藤井晋氏の選任理由については、弁護士としての専門知識・経験を活かしてコンプライア
ンス経営の推進、取締役会・監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助
言・提言を期待したためであります。

5. 当社は、社外監査役候補者である福田義徳氏及び藤井晋氏の選任が承認された場合、期待
された役割を充分に発揮できるよう責任限定契約を締結する予定であります。なお、その
契約内容の概要は次のとおりであります。当社は、会社法第427条第１項の規定により、社
外監査役との間に、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結することができ
る。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める額とする。
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　 第４号議案　退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

　監査役林洋三氏は、本総会の終結の時をもって退任されますので、在任中の

労に報いるため、当社における一定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金

を贈呈することとし、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、監査役の協議

にご一任願いたいと存じます。

　退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏名 略 歴

はやし ようぞう

林 洋 三

昭和51年４月 株式会社深町家具店入社

昭和54年６月 当社鹿島店店長

昭和55年10月 店舗開発部

昭和55年11月
ＵＩゼンセン同盟ナフコチェーン労
働組合中央執行委員長（現ＵＡゼン
セン同盟ナフコチェーン労働組合）

平成24年６月 当社常勤監査役

（現在に至る）

　
　 第５号議案　役員賞与支給の件

　当期の功労に報いるため、当期の業績、従来に支給した役員賞与金の額、そ

の他諸般の事情を勘案し、当期末時点の取締役15名及び監査役３名に対し、役

員賞与総額3,420万円（取締役分3,330万円、監査役分90万円）を支給いたした

いと存じます。

　なお、各取締役及び監査役に対する金額は、取締役については取締役会に、

監査役については監査役の協議によることにいたしたいと存じます。

　
　 以上
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JR小倉駅

小倉興産
KMMビル

リーガロイヤル
ホテル小倉

N

至博多

至小倉駅北ランプ 国道199号線

西日本
総合展示場

国際
会議場 シーサイド

レストラン
ラ・プラージュ
(リーガロイヤルホテルグループ)
砂津泊地

北口

至下関

AIM
アジア太平洋

インポートマート

株主総会会場ご案内略図

会 場 福岡県北九州市小倉北区浅野二丁目14-2

リーガロイヤルホテル小倉 ４階ロイヤルホール

電話 093-531-1121
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